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(57)【要約】
【課題】多数の地点に配された場合において、多数の地
点からの測定結果を安定して受信機に送信可能な環境セ
ンサを得る。
【解決手段】通信部２０は、双方向通信が可能な非商用
無線による通信を行う。制御部３０は、センサヘッド１
０から発せられた出力信号を通信部２０によって無線通
信によって出力させる。通信部２０は双方向通信が可能
であるため、環境センサ１Ｂと環境センサ１Ａ間、環境
センサ１Ｃと環境センサ１Ｂ間がそれぞれ伝送距離以下
の範囲にあれば、これらの間は通信可能である。環境セ
ンサ１Ａの制御部３０は、環境センサ１Ｂからの出力を
自身の通信部２０に受信させ、これを自身の測定結果と
は別に、通信部２０に出力させることができ、受信機５
０は、このような環境センサ１Ｂの測定結果を環境セン
サ１Ａを介して受信することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　大気における環境特性を測定する環境センサであって、
　前記環境特性を計測して出力信号を発するセンサヘッドと、
　離間した場所に設置された受信機、及び他の前記環境センサとの間を近距離無線通信に
よって双方向通信を行う通信部と、
　自身の有する前記センサヘッドの前記出力信号、及び他の前記環境センサから受信した
前記出力信号を、前記受信機に対して送信させる制御部と、
　を具備することを特徴とする環境センサ。
【請求項２】
　前記センサヘッドは、大気中の微小粒子状物質濃度を測定することを特徴とする請求項
１に記載の環境センサ。
【請求項３】
　前記通信部の伝送距離は１０００ｍ以下に設定されたことを特徴とする請求項１又は２
に記載の環境センサ。
【請求項４】
　前記通信部は、ＩＥＥＥ８０２．１５．４に準拠して動作することを特徴とする請求項
１から請求項３までのいずれか１項に記載の環境センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、大気の状態を検知して測定結果を外部に無線通信によって送信する環境セン
サに関する。
【背景技術】
【０００２】
　大気環境の評価において測定する対象として、例えば粉塵に対応したＰＭ２．５（直径
２．５μｍ以下の粒子）濃度がある。この測定は、地上における様々な箇所のみならず、
上空においても同様に様々な箇所でも行われる。このためには、このような測定を行うセ
ンサ（環境センサ）を搭載した有人の航空機や無人のドローン（無人飛行体）が用いられ
る。この場合、特許文献１に記載されるように、アクチュエータによって取り込まれた空
気中のＰＭ２．５等を測定する環境センサが用いられる。
【０００３】
　また、大気環境の評価のためには、この測定結果を一定の範囲にわたる３次元分布とし
て得ることが必要な場合もあり、かつこの測定結果を例えば１時間以内の短い時間間隔（
例えば数秒間隔）で得ることが必要な場合もある。このため、特許文献２には、上記のよ
うな環境センサを登載した複数のドローンの隊列を制御して、大気環境の測定を行う技術
が記載されている。
【０００４】
　このように環境センサが用いられるに際しては、複数の環境センサが３次元空間上の様
々な箇所において測定を行った測定結果が地上の基地局に対して通信によって伝達される
必要がある。このためには、通信機能が装備されたセンサが用いられる。
【０００５】
　非特許文献１には、このための無線通信として、携帯電話に使用される携帯データ通信
を用いてインターネットと接続されるセンサが記載され、非特許文献２には、有線のイー
サネット通信を用いてインターネットと接続されるセンサが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１９－０２７７７８号公報
【特許文献２】特開２０１９－１９６０４７号公報
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【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】（株）ユニバーサルコンピュータ研究所ＨＰ、ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／
ｗｗｗ．ｕｒｌ．ｃｏ．ｊｐ／ｐｄｆ／ＰＭ２５．ｐｄｆ（２０２０年５月１日閲覧）
【非特許文献２】神栄株式会社ＨＰ、ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｓｈｉｎｙｅｉ
．ｃｏ．ｊｐ／ｓｔｃ／ｐｒｏｄｕｃｔｓ／ｏｐｔｉｃａｌ／ｐｍ　ｍｏｎｉｔｏｒ．ｈ
ｔｍｌ（２０２０年５月１日閲覧）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　非特許文献１に記載のセンサは、携帯電話と同様に、地上における様々な箇所で用いら
れることを前提としており、非特許文献２に記載のセンサは、地上における１点において
固定されて用いられることを前提としている。いずれの場合も、各センサから、地上の基
地局に対して測定結果が送信される。
【０００９】
　特許文献２に記載のように３次元空間中の多数の地点で同時に測定を行う場合において
は、全ての測定箇所から地上の基地局に対して測定結果が送信可能であることが要求され
る。また、この場合においては、この環境センサをドローンに搭載するためには小型軽量
、低消費電力であることが要求される。
【００１０】
　この点において、非特許文献２に記載の環境センサにおける通信は有線で行われるため
、このようにドローンを用いた測定には使用することが困難であった。これに対して、非
特許文献１に記載の環境センサをこの場合に用いることは可能である。しかしながら、こ
の場合には使用された全ての環境センサ（あるいはドローン）がインターネット接続ポイ
ントと接続可能であることが必要となる。しかしながら、このためには、無線通信の伝送
距離が十分に長いことが要求され、そのための消費電力も大きくなった。このため、実際
には、この環境センサを特許文献２に記載されたような形態で使用した場合において、地
上の受信機に対して測定結果を送信できない環境センサが発生する場合が多かった。
【００１１】
　このため、多数の地点に配された場合において、多数の地点からの測定結果を安定して
受信機に送信可能な環境センサが求められた。
【００１２】
　本発明は、かかる問題点に鑑みてなされたものであり、上記問題点を解決する発明を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、上記課題を解決すべく、以下に掲げる構成とした。
　本発明の環境センサは、大気における環境特性を測定する環境センサであって、前記環
境特性を計測して出力信号を発するセンサヘッドと、離間した場所に設置された受信機、
及び他の前記環境センサとの間を近距離無線通信によって双方向通信を行う通信部と、自
身の有する前記センサヘッドの前記出力信号、及び他の前記環境センサから受信した前記
出力信号を、前記受信機に対して送信させる制御部と、を具備することを特徴とする。
　本発明の環境センサにおいて、前記センサヘッドは、大気中の微小粒子状物質濃度を測
定することを特徴とする。
　本発明の環境センサにおいて、前記通信部の伝送距離は１０００ｍ以下に設定されたこ
とを特徴とする。
　本発明の環境センサにおいて、前記通信部は、ＩＥＥＥ８０２．１５．４に準拠して動
作することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】



(4) JP 2021-188954 A 2021.12.13

10

20

30

40

50

　本発明は以上のように構成されているので、多数の地点に配された場合において、多数
の地点からの測定結果を安定して受信機に送信可能な環境センサを得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施の形態に係る環境センサの構成及び３つの環境センサが同時に用い
られる際の形態を模式的に示す図である。
【図２】本発明の実施の形態に係る環境センサが８機のドローンに搭載された場合の通信
の状況を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明の実施の形態に係る環境センサについて説明する。この環境センサは、自身が存
在する箇所における空気のＰＭ２．５の測定を行う。このため、この環境センサにおいて
は、ＰＭ２．５の測定結果を電気的に出力するセンサヘッドが設けられる。
【００１７】
　図１は、環境センサ１の構成及び３つの環境センサ１（１Ａ、１Ｂ、１Ｃ）が同時に用
いられる際の形態を模式的に示す図である。ここで、環境センサ１Ａ、１Ｂ、１Ｃはそれ
ぞれ空間的に離間した箇所に存在し、例えばそれぞれが個別のドローンに搭載されている
。また、環境センサ１Ａ、１Ｂ、１Ｃは同一の構成を具備する。
【００１８】
　この環境センサ１は、非特許文献２に記載のＰＭセンサと同様のセンサヘッド１０を具
備する。このセンサヘッド１０は、試料（吸引された大気）に対して搭載されたＬＥＤが
発した光を照射し、その散乱光の強度を測定することによって、ＰＭ２．５濃度（単位μ
ｇ／ｃｍ３）を認識し、出力信号を電気的に出力する。センサヘッド１０としては、この
ようにＰＭ２．５濃度の測定値を電気的に出力することができるものであれば、他の方式
のものを用いることもできる。
【００１９】
　通信部２０は、双方向通信が可能な非商用無線による通信を行う。この非商用無線は近
距離通信用のものであり、その伝送距離は最大で１０００ｍ程度に設定され、使用のため
の免許や登録を要しないものが特に好ましく用いられる。このため、通信部２０の消費電
力を小さくすることができ、電源（図１においては図示省略）を含めた場合でもこの環境
センサ１あるいはこれを搭載したドローン（無人飛行体）を小型軽量とすることができる
。具体的には、通信部２０としては、２．４ＧＨｚ帯で動作しＩＥＥＥの８０２．１５．
４に準拠した通信モジュール（例えばＸｂｅｅ：登録商標）等を用いることができる。
【００２０】
　制御部３０は、センサヘッド１０と通信部２０を制御するマイクロコンピュータ等であ
り、センサヘッド１０から発せられた出力信号（測定結果）を通信部２０によって無線通
信によって出力させることができる。
【００２１】
　図１の構成においては、この出力は、地上の１点に固定された単一の受信機５０で受信
される。受信機５０と接続されたモニター装置６０によって、この測定結果（環境センサ
１Ａ、１Ｂ、１Ｃによって測定されたＰＭ２．５の値）を認識し、これをディスプレイ等
を用いて表示させることができる。
【００２２】
　図１において、通信部２０による伝送範囲は前記の伝送距離で制限され、受信機５０は
、受信機５０との間の距離が最も短い環境センサ１Ａと直接通信をすることができ、環境
センサ１Ａの測定結果を認識することができる。また、環境センサ１Ｂと受信機５０間、
環境センサ１Ｃと受信機５０間がそれぞれ伝送距離以下の範囲にあれば、スター型のネッ
トワークを構築することができる。一方、環境センサ１Ｂ、１Ｃと受信機５０の間の距離
が前記の伝送距離を超えている場合、受信機５０は、環境センサ１Ｂ、１Ｃから直接この
測定結果を受信することができない。
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【００２３】
　ここで、通信部２０は前記のように双方向通信が可能であるため、図１に示されるよう
に、環境センサ１Ｂと環境センサ１Ａ間、環境センサ１Ｃと環境センサ１Ｂ間がそれぞれ
伝送距離以下の範囲にあれば、これらの間は通信可能である。このため、環境センサ１Ａ
の制御部３０は、環境センサ１Ｂからの出力を自身の通信部２０に受信させ、これを自身
の測定結果とは別に、通信部２０に出力させることができ、受信機５０は、前記の環境セ
ンサ１Ａの測定結果とは別に、このような環境センサ１Ｂの測定結果を環境センサ１Ａを
介して受信することができる。
【００２４】
　同様に、環境センサ１Ｂの制御部３０は、環境センサ１Ｃからの出力を自身の通信部２
０に受信させ、これを自身の測定結果とは別に、通信部２０に出力させることができ、環
境センサ１Ａの通信部２０は、前記の環境センサ１Ｂの測定結果とは別に、このような環
境センサ１Ｃの測定結果を環境センサ１Ｂを介して受信することができる。その後、環境
センサ１Ａの制御部３０は、これを自身の測定結果、環境センサ１Ｂの測定結果とは別に
、自身の通信部２０に出力させることができ、受信機５０は、前記の環境センサ１Ａの測
定結果、環境センサ１Ｂの測定結果とは別に、このような環境センサ１Ｃの測定結果を環
境センサ１Ｂ、１Ａを介して受信することができる。
【００２５】
　このため、双方向通信が可能な通信部２０を用いることによって、環境センサ間でメッ
シュ型、クラスタツリー型のネットワークを構築することができる。これにより、環境セ
ンサ１Ａ、１Ｂ、１Ｃのうちで受信機５０と直接通信ができないものがあっても、環境セ
ンサ１Ａ、１Ｂ、１Ｃ間でネットワークを形成し、そのうちで受信機５０と通信可能なも
のがあれば、受信機５０は全ての測定結果を受信することができる。
【００２６】
　あるいは、このように環境センサ１Ａ、１Ｂ、１Ｃ間でネットワークを構成し、各環境
センサの測定結果を共有させることができれば、環境センサ１Ａ、１Ｂ、１Ｃの各々が直
接受信機５０と通信可能である必要はない。このため、通信部２０は、前記のような近距
離無線通信が可能であればよい。この際、前記のＸｂｅｅのように、免許や登録を要さず
に使用でき、かつ低消費電力の通信モジュールを用いることができる。このような環境セ
ンサ１は、特に特許文献２に記載されたようなドローンに搭載するためには好適である。
あるいは、環境センサを小型軽量とすることが可能であるため、特許文献１に記載された
ように、環境センサ以外の機器（例えば自身の位置認識手段等）を同時に搭載することも
容易であり、これらの出力も同様に通信部２０を用いて、他のドローンを介して地上の受
信機５０に送信することもできる。このような環境センサ以外の機器としては、例えばＰ
Ｍ２．５と同時に気象条件（気温、気圧、湿度、風向、風速等）を計測して出力信号を発
する気象計測センサや、ＧＰＳ信号等を用いて自身の位置情報を認識する位置認識装置等
を用いることができる。
【００２７】
　図２（ａ）（ｂ）は、この環境センサ１を搭載したドローンＤを８機飛行させた場合の
形態を示す図である。ここでは、８機のドローンＤは２×４列の隊列を形成しており、そ
の飛行の制御に関わる構成は周知のものと変わるところがないため、その記載は省略され
ている。ここでは受信機５０は地上の一点に固定されているが、実際には受信機５０が地
上で移動する場合もある。
【００２８】
　図２（ａ）においては、下段の最も左側に位置するドローンＤ１に搭載された環境セン
サ１のみが受信機５０と通信することができる。ドローンＤ２～Ｄ８に搭載された環境セ
ンサ１はいずれも受信機５０と直接通信をすることができない。しかしながら、全てのド
ローンに搭載された環境センサ１が通信部２０によって前記のようにネットワークを構築
することによって、ドローンＤ２～Ｄ８に搭載された環境センサ１の測定結果も、ドロー
ンＤ１に搭載された環境センサ１を介して受信機５０に送信することができる。
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　図２（ｂ）においては、図２（ａ）の状態からドローンＤ１～Ｄ８の隊列が受信機５０
を基準にして左側に移動した状態が示されている。この場合においては、ドローンＤ３に
搭載された環境センサ１のみが受信機５０と通信することができる。ドローンＤ１、Ｄ２
、Ｄ４～Ｄ８に搭載された環境センサ１はいずれも受信機５０と直接通信をすることがで
きないが、前記と同様に、これらの環境センサ１の測定結果は、ドローンＤ３に搭載され
た環境センサを介して受信機５０に送信される。こうした動作は、環境センサ間でメッシ
ュ型、クラスタツリー型のネットワークが構築されるために可能となる。
【００３０】
　このため、双方向通信が可能な近距離無線通信をする通信部２０を用いることによって
、特許文献２に記載されたようなドローンの隊列を制御して、ＰＭ２．５の３次元空間分
布を容易に測定することができる。この際、各環境センサ１がネットワークを構築するこ
とによってそれぞれの測定結果を迅速に受信機５０に対して送信することができるため、
測定の時間間隔を短く（時間分解能を高く）することができる。また、通信部２０で用い
られる無線通信としては、前記のような非商用の近距離無線通信を用いることができるた
め、この環境センサ１あるいはこの測定のための構成全体を安価とすることができる。ま
た、前記のように気象計測センサを上記の環境センサと共に搭載した場合には、ＰＭ２．

５と各種の気象条件との相関を容易に認識することができ、上記の位置認識装置を搭載し
た場合には、ＰＭ２．５の３次元空間分布をドローン側からの信号のみによって認識する
ことができる。
【００３１】
　なお、上記の例では、通信部２０においてはＩＥＥＥ８０２．１５．４に準拠した通信
モジュールが用いられた。しかしながら、同様に双方向で近距離無線通信が可能であれば
、他の形式の通信モジュールを用いることができる。この場合における伝送距離が長いこ
とは不要であり、伝送距離が１０００ｍ以下のものを用いることができる。このため、通
信部２０として消費電力の小さな通信モジュールを用いることができる。なお、ここでい
う伝送距離とは、遮蔽物のない大気中における電波到達距離である。
【００３２】
　また、上記の例では、環境センサ１（センサヘッド１０）が微小粒子状物質としてのＰ
Ｍ２．５の濃度を測定するものとしたが、大気環境の評価のために用いられる他の物理量
を測定するためのセンサをセンサヘッド１０として用いることができる。例えば、大気中
の微小粒子状物質の評価として、目的に応じて、上記のＰＭ２．５の他にＰＭ１．０やＰ
Ｍ１０を上記のＰＭ２．５の代わりに、あるいはＰＭ２．５と同時に測定するＰＭセンサ
を用いてもよい。また、大気中の粉塵（エアロゾル）、ガス状物質（ＣＯ、ＣＯ２濃度、
ＮＨ３、ＣＨ４、Ｈ２、Ｃ２Ｈ５ＯＨ、Ｃ３Ｈ８、Ｃ４Ｈ１０、揮発性有機化合物等）、
放射性物質等の濃度等を測定するセンサを用いてもよい。こうした場合においても、上記
の構成によってその３次元空間分布やその経時変化の測定を特に容易に行うことができる
ため、上記の構成は有効である。
【符号の説明】
【００３３】
１、１Ａ、１Ｂ、１Ｃ　環境センサ
１０　センサヘッド
２０　通信部
３０　制御部
５０　受信機
６０　モニター装置
Ｄ１～Ｄ８　ドローン（無人飛行体）
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